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小特集　政策と心理学

法も用いられた。実験の結果，レ
ポートの送付により平均で2％の
省エネルギー・省CO2効果が2年
間継続すること，そしてその後レ
ポートの送付を停止した後も少な
くとも1年間効果が持続すること
が明らかになった。実験に協力し
た事業者をはじめ，多くのエネル
ギー事業者が顧客サービスとして
他の世帯との情報を提供するよう
になったことが確認されている。
　3つめは，コミットメントの活
用である。長崎市では，災害時
に適切な避難行動が取れるよう，

「マイ避難所シール」を作成して
いる（図3）。このシールでは，
最寄りの指定避難所や一緒に避難
する人，災害の種類毎に避難する
タイミングや避難場所をあらかじ
め記入できるようになっている。
これが一種のコミットメントとな
るとともに，このシールを冷蔵
庫や玄関のドア等に貼ることで，
シールに記載された情報が日常生

しては，環境省で実施した省エネ
ルギーの実証実験が挙げられる

（図2）。この実験は，2017年度か
ら2020年度まで実施されたもの
で，一般の世帯を，レポートを送
付する群と送付しない群に無作為
に分け，送付群には他の世帯のエ
ネルギー使用量に関する情報等を
掲載したレポートを毎月または隔
月で送付した。他の世帯のエネル
ギー使用量に関する情報は，同じ
エネルギー事業者と契約している
他の世帯の使用量の実態や望まし
い使用量の水準の理解に役立てて

もらうことを目
的としたもので
あ る。 こ の レ
ポートでは，他
の世帯よりも使
用量が多い場合
には，料金を多
く支払っている
と伝えて損失を
強調する等の手

行政での心理学の活用事例
　中央省庁や地方公共団体におい
て，心理学の理論や知見を公共
政策に活用しようとする機運が
高まっているのをご存じであろう
か。まずは実際に活用されている
事例を3つ紹介したい。
　1つめは，現状維持バイアスに
着目した初期設定（デフォルト）
の変更である。中部管区警察局岐
阜県情報通信部では，使命感か
ら，職員が宿直明けに休暇を取得
するのを控える傾向にあったとい
う。同部長は，働き方改革の観点
でこの点を改善すべく，従来，休
暇取得は申請制であったところ
を，宿直翌日の休暇取得を原則と
し，取得しないで勤務する場合に
その旨を申請するというようにデ
フォルトを変更した。その結果，
延べの宿直明けの休暇取得者数は
前年度比でおよそ3倍に増加した

（図1）。
　2つめは，社会比較または同調
性の活用である。具体的な事例と

政策における心理学活用の可能性
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他の世帯との比較
【同調性・社会規範】
所属する集団内でのほかの
メンバーの実態と望ましい水
準の理解に役立てる

損失を強調したメッセージ
【損失回避性】
「ものを得る喜びよりも失う痛
みのほうが強く感じる」という
行動経済学の理論を応用

図 1　宿直明けの休暇取得のデフォルト化 1

図 2　他世帯とのエネルギー使用量を比較した省エネレポート
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活の中で目にとまり，結果として
意識せずとも自然に防災リテラ
シーが高まることが期待される。

心理学，行動経済学，そして
行動科学

　以上は，人間の意思決定の癖に
関する心理学の知見に着目した取
組であるが，近年では心理学とい
うよりはむしろ，心理学の知見を
取り入れた経済学，すなわち行動
経済学の文脈で，さらにはナッジ
として認識されることが多い。
　昨今のナッジのブームは，2008
年に共著書『Nudge』3でナッジ
の概念を提唱したシカゴ大学のリ
チャード・セイラー教授が2017
年にノーベル経済学賞を受賞した
ことによるところが大きい。
　我が国では，2015年に環境省
内にナッジPT（「プラチナ」と
読む）が，そしてセイラーの受
賞からさかのぼること半年前の
2017年4月に環境省が中心となっ
てオールジャパンの体制で日本
版ナッジ・ユニットが設立され
た。日本版ナッジ・ユニットは，
その英語名（Behavioral Sciences 
Team）が示すとおり，心理学や
行動経済学をはじめ，行動に関す
る科学の知見を，行動に起因する
社会課題の解決に向けて活用する
検討を進めている。
　我が国の行政で行動科学の活用
について議論され始めたのはいつ

からであろうか。
オンラインで国会
の会議録 4を検索
してみると，「行
動科学」が議事録
に初登場するのは
昭和までさかのぼ
る。1974年 に は
法務省の研修内容
が従来の法律中心
から行動科学重視
へと移行している

ことが説明され，1980年には教
育現場に行動科学を取り入れるこ
との提案がなされ，そして1986
年には慢性疾患に対して行動科学
的なアプローチにより個人が自ら
将来の疾病の発生を予防する方向
に変えていかなければならない旨
の発言が記録されている。

人文・社会科学の
さらなる活用に向けて

　このように，心理学等の行動科
学の政策活用については行政で長
い間議論されてきたが，2021年
4月に施行された改正科学技術・
イノベーション基本法では，その
第3条第2項において，「科学技
術・イノベーション創出の振興に
当たっては，（中略）自然科学と
人文科学との相互の関わり合いが
科学技術の進歩及びイノベーショ
ンの創出にとって重要であること
に鑑み，両者の調和のとれた発展
について留意されなければならな
い」と規定された。そして，これ
を踏まえた第6期科学技術・イノ
ベーション基本計画（2021年3月
閣議決定）では，「人文・社会科
学の厚みのある『知』の蓄積を図
るとともに，自然科学の『知』と
の融合による，人間や社会の総合
的理解と課題解決に資する『総合
知』の創出・活用がますます重要
となる」とされた。

そして再び心理学
　行動科学は，自然・人文・社会
科学すべてにまたがる学際的な学
問領域であり，それから得られる
知見は，人間の行動についての洞
察全般を意味する科学的知見の集
合体（行動インサイト）である 5。
　第6期科学技術・イノベーショ
ン基本計画においては，行動科学
活用の具体的事例として，国民の
行動変容の喚起が位置付けられる
とともに，人文・社会科学系の知
見を有する研究者，研究機関等の
参画を得る体制を構築することが
掲げられた。日本版ナッジ・ユ
ニットにおいても，設立から4年
が経過する前の2021年より，新
たに社会心理学等の有識者を委員
として招いており，今後も心理学
をはじめとして様々な学問領域の
有識者との連携を模索していると
ころである。本稿をご覧いただい
た方におかれては，ぜひ，行動に
起因する社会課題の解決に向けて
ご協力を賜れれば幸甚である。
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図 3　長崎市「マイ避難所シール」2




